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平成24年10月26日

静岡県の品質確保に向けた取組
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①入札・契約制度の変遷

②総合評価方式

③建設工事成績優良者等
入札

④低入札価格調査制度と
最低制限価格制度

Ⅲ 施工段階

①工事監理連絡会

②ワンデーレスポンス

③中間技術検査

Ⅳ 完成段階

①工事成績評定

②表彰制度
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Ⅰ 設計段階

設計段階

①設計ＶＥ

②新技術・新工法

Ⅴ 人 材 育 成

① 職員研修

② ふじのくに建設技術エキスパート制度

本日の話題



Ⅰ-① 設計ＶＥ

公共事業の価値向上

・品質とコストの最適化

・新たな社会要請への対応

・少子高齢化
・自然環境の変化
・人の価値観の多様化

・税収の低下
・投資額の減少
・資産の老朽化

投資環境の変化 社会環境の変化

設計ＶＥの導入(H18〜)

必要な機能を備えたモノを最も最適なコストで利用者に提供する

量から質へ
技術力の低下

より良いものを低コストで

Value Engineering(ﾊﾞﾘﾕｰ・ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ)

● コスト(お金・時間等)と機能(物の働き)の関係を分析

● 価値(利用者・納税者の満足度等)の向上を目指す手法
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ＶＥの定義： 価値工学

ＶＥ ＝

＝Ｖ

価値 Ｃ コスト

Ｆ 機 能

（ バリューエンジニアリング ）

Value Engineering

１－①．ＶＥとは？？設計ＶＥの取組 価値創造

静岡県交通基盤部価値の向上を目指すもの

Ⅰ-① 設計ＶＥ
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① ② ③ ④ ⑤

コストを

下げ

機能を確保

コストを

下げ

機能を向上

コストを

変えず

機能を向上

コストを

上げ

機能を

さらに向上

コストを

大幅に下げ

機能が低下

Ｖ
Ｃ

Ｆ
＝

価値
機能

コスト

安かろう！悪かろう！では、ダメです。

Ⅰ-① 設計ＶＥ
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ＶＥ検討会

(技監・課長)

事務局

(企画検査課)

評価

ＶＥチーム

ＶＥ検討
技術支援

(コンサルタント)

ＶＥ検討支援

(センター・

ＣＶＳ)

サポート

設計担当者

コンサルタント

原案

提案

指示

支援

指示

提案

ＶＥの実施体制

＜メンバー＞

・インハウス職員、・コンサルタント

・市町職員 などで構成

Ⅰ-① 設計ＶＥ



【 設計ＶＥがもたらす効果 】

○原案設計の補完

○利用者ニーズの明確化

○意思決定プロセスの透明化

○コスト不適合の予防 （コスト縮減）

○組織活性化の促進（技術力の継承）

工種 道路 河川 砂防 港湾 業務改善
農地
森林

その他 計

Ｈ18年度 9 4 3 2 18

Ｈ19年度 7 2 2 11

Ｈ20年度 7 1 1 1 10

Ｈ21年度 5 1 2 1 1 3 3 16

Ｈ22年度 4 2 1 1 5 7 20

Ｈ23年度 4 2 2 4 8 20

計 36 12 9 7 10 18 3 95

比率 38％ 13％ 10％ 7％ 11％ 19％ 2％ 100％

【 これまでの実施件数 】

Ⅰ-① 設計ＶＥ

新技術・新工法

民間等が開発

技術相談窓口

受付：技術管理課 積算班

情 報 提 供

新技術情報DB
◆新技術概要情報

◆評価結果情報

新技術活用

レベル２

レベル３

試験施工で活用

一般工事で活用

・関係部局

・県下市町

建設工事新技術
活用評価委員会

■登録時評価

■活用時評価

申請 情報登録

レベル１，２，３

出先機関等

＊レベル１：登録したが委員会での
評価が済んでいない新技術

・活用後の評価では、実施
条件下での適用性に

ついて再評価を行う。

・県交通基盤部ホームページにて
情報掲載

・積算基準種類等の提供を行う。

活用促進フロー図

活用後調査分析

Ⅰ-②
静岡県建設工事における新技術・新工法活用促進体制



①ＮＥＴＩＳ

約 4,000件

新技術・新工法

312件

②静岡県の

新技術・新工法

国土交通省 静 岡 県

（H24.3）
(H24.3)

Ⅰ-② 【新技術・新工法】の種類

265件

①と②

両方に登録

平成23年度までの新技術登録状況（全 312 件）

分 野

共通 道路 河川
砂防

港湾 上下
水道

その他 計

活
用
区
分

レベル1 0 0 ０ 0 0 0 ０

レベル2 69 42 16 3 2 15 147

レベル3 86 45 22 1 9 2 165

合 計 155 87 38 4 11 17 312

Ⅰ-② 平成２３年度 登録状況について

平成23年度 新技術登録：39 件

平成22年度 新技術登録：26 件

平成21年度 新技術登録：18 件



平成23年度 土木ならびに農林事務所の新技術活用実績

Ⅰ-② 平成23年度 新技術活用状況について

出先機関数 工種 件数 コスト縮減額

各土木事務所 8機関 36工種 68件 124.4百万円

各農林事務所

合計

4機関

－

4工種

39工種

7件

75件

4.9百万円

129百万円

(平成24年3月末集計）

（土木＋農林）

（参考）

平成22年度 54工種 97件 404百万円

平成21年度 58工種 113件 423百万円

平成20年度 50工種 176件 209百万円（土木）

（土木＋農林）

（工事金額：円）
一般競争入札（ＷＴＯへの対応）

(24.3億～） (24.3億～） (24.１億～） (26.3億～） (23億～)
(19.4億～

制限付き一般競争入札
（7億～）

（1億～）

通常指名競争入札 公募型指名競争入札

(250万～）

Ｈ６ Ｈ７ Ｈ８ Ｈ９ Ｈ１０ Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４

250万
　随　意　契　約

2億

1億

5千万

１千万

10億

7億

5億

25億

実施

試行

25億
(21.6億～） (24.3億～） (25億～） (22.2億～）

10億

7億

5億
(5億～）

2億

250万

1億

5千万

１千万

 

  導入 5千万
円以上

1億円

以上

 
  低入札価格調査制度

５千万円～（１億円）
・公募型指名競争入札を
　段階的に拡大
・指名から公募に移行

５千万円～１億円
・原則、公募型指名競争入札
・制限付き一般競争入札　１割程度

２千５百万円以上
・制限付き一般競争入札
　　総合評価で試行

5千万円以上
・原則、制限付き一般競争入札

１千万円～5千万円
・制限付き一般競争入札、段階的に拡大
　H19=１割以上   H20=５割以上　H21=8割以上
・制限付を除き、指名競争入札

５千万円～（１億円）
・公募型指名競争入札の
　完全実施

失格基準
設定

1千万円以上

 原則、制限付き一
般競争入札

専任技術者1名
増員配置を義務

付け

・現場代理人と技術者の兼
務禁止

・契約保証金引上げ

Ⅱ-① 入札・契約制度の変遷

総合評価入札方式 標準型
導入

簡易
Ⅱ型
導入

簡易
Ⅰ型
導入

１億円以上
・原則実施 ５千万円以上

・原則実施

総合評価で一部試行
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・5千万円以上は原則、総合評価方式を適用。
・1千万円以上5千万円未満は、５割程度の実施。他部局を含めると800件程度を想定。
・1千万円未満であっても、区画線工事、標識設置工事等で市場単価のみで積算するも
のについては実施可能（評価項目は別途設定）

～１千万円 ２千万円 ３千万円 ４千万円 ５千万円～

平成23年度

平成24年度

原則 総合評価実施
（5千万円～）

原則 総合評価実施
（5千万円～）

（Ｈ23・・・３割程度）

（Ｈ24・・・５割程度）

400～500件を想定

180～300件を想定

250件程度を想定

250件程度を想定

区画線工事、標識設置工事
等で市場単価のみで積算す
るものについては実施可能

区画線工事、標識設置工事
等で市場単価のみで積算す
るものについては実施可能

Ⅱ-② 平成24年度 総合評価方式実施方針（工事）
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小項目 評価項目

高度技術
提案型

標準型 簡易型Ⅰ 簡易型Ⅱ

適用 配点 適用 配点 適用 配点 適用 配点

適用欄 ： ｢○｣必須、｢△｣選択、「－」該当なし

技術提
案等

技術

提案

性能、機能の向上 △
個別に
設定

△

25～33

－ － － －

社会的要請への対応 △ △ － － － －

総合的なコスト縮減 △ △ － － － －

簡易な
施工
計画

品質管理 － － － － △ 10 － －

工程管理 － － － － △ 10 － －

安全管理 － － － － △ 10 － －

環境管理 － － － － △ 10 － －

施工上の課題 － － － － △ 10 － －

小計 25～33点 20点 －

施工の
信頼性

企業能力

同種工事の施工実績

個別に設定

○ 1 ○ 1 ○ 1

工事成績表定点 ○ 2 ○ 3 ○ 3

優良工事表彰 ○ 1 ○ 1 ○ 1

ＩＳＯの取組 ○ 1 ○ 2 ○ 2

自社工場の有無など △ （１～2） △ （１～2） △ （１～2）

技術者能力 同種工事の施工経験など ○ 6～7 ○ 7～9 ○ 7～9

地域貢献等 営業拠点、災害協定など △ 0～3 ○ 7 ○ 7

小計 11～17点 21～25点 21～25点

合計 36～50点 41～45点 21～25点

換算後の加算点 換算なし 30 20

５項目のうち２項目を選択

Ⅱ-② 評価項目・配点一覧表（工事）
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年度 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 備 考

標準型 3 3 5 0 2 6 10 8 7

簡易型Ⅰ 6 74 53 132 198 116 100

簡易型Ⅱ 3 67 37 24 223 378

合計 3 3 11 77 122 175 232 347 485
工事全体 1,365件

（36％）

■過年度の実績（交通基盤部） （件数）

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

64 65 66 67 68 69 70 71 72 73 74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95

成績

分
布

割
合

総合評価の採用
↓

品質向上に期待

工事全体の平均 ８０．１点

総合評価の平均 ８１．６点

標準
型

簡易
型Ⅰ

簡易
型Ⅱ

合計

逆転件数 2 15 54 71

逆転率(%) 28.6 15.0 14.3 14.6

■逆転の実績

※価格が１位以外の者が落札した件数及び率

※平成22年度は4.9%、平成21年度は7.3%

■工事の成績

Ⅱ-② 静岡県の総合評価方式 取組状況（工事）
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方式

入札参加者を

①『工事成績優良者』

（過去3ヶ年度の工事成績評定の平均点が80点以上である者）

②『過去2ヶ年度に優良工事表彰の実績のある者』 に限定した入札方式

公共工事の品質確保 及び 建設技術の向上目的

実施状況と成果

実施年度 実施件数 工事成績 全体成績

Ｈ２１ ２４ ８２．７ ７９．５

Ｈ２２ １８ ８３．９ ７９．５

Ｈ２３ １９ ８２．７ ８０．１

※実施件数は年度内に完成したもの

Ⅱ-③ 建設工事成績優良者等入札
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入 札

調査基準価格
（最低制限価格）

契約しない

契 約

低入札価格調査

契約の履行
が可能か

低い 低い

高い

Yes
No

低入札価格調査制度 最低制限価格制度

【契約条件】
・契約保証金を請負代金額の３０％（通常１０％）
・補助技術者の専任配置（現場代理人との兼務禁止）

契約しない

（建設工事）

・予定価格が5,000万円以上の工事

・総合評価方式の適用を受ける工事

・低入札価格調査制度の

適用を受けない工事

Ⅱ-④ 低入札価格調査制度と最低制限価格制度

【低入札価格工事の品質確保の取組】
・監督体制の強化
・検査体制の強化

17

（1）指定した期日までに調査資料が提出されない

（2）入札価格積算内訳書と入札価格の不一致

（3）下請予定業者からの聞取り調査結果と入札価格の不一致

（4）設計図書に計上した設計数量を不満足

（5）安全費等が適正に計上されていない

（6）材料や製品の品質・規格が設計仕様に不適合

（7）作業効率等が施工不可能である

（8）建設副産物の処理方法や費用が適正でない

（9）入札価格が契約しない基準額に達していない

（10）契約締結の条件を履行できない

（11）その他、適正な工事の履行がされないおそれがある

Ⅱ-④ 契約しない判断基準（工事）
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入 札

調査基準価格

契 約

低入札価格調査

契約の履行
が可能か

低い

高い

Yes
No

低入札価格調査制度 最低制限価格制度

（低入札業務の品質確保の取組）
■第三者照査等の実施（入札参加者は第三者として認めない）
■第三者照査等に要する費用は、落札者の負担
■粗雑業務の場合、第三者も入札参加資格停止の可能性あり

契約しない

（業務委託）

（制度なし）
・予定価格が500万円以上の

建設関連業務委託

建設コンサルタント業務
補償コンサルタント業務

測量業務
建築コンサルタント業務

地質調査業務

Ⅱ-④ 低入札価格調査制度（試行）H22～
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（1）指定した期日までに調査資料が提出されない

（2）入札価格積算内訳書と入札価格の不一致

（3）再委託先からの見積書等の金額と入札価格の不一致

（4）設計図書に計上した設計数量を不満足

（5）第三者照査等の確約書が提出されない

（6）その他、適正な業務の履行がされないおそれがある

※業務委託には、契約しない基準額の設定はありません

Ⅱ-④ 契約しない判断基準（委託）



20

① 入札参加資格がある

② 入札資格の業種内容が、契約対象業種の内容に相応している

③ 入札参加停止措置を受けていない

④ 調査対象者と資本若しくは人事面において関連がない

⑤ 契約対象業務と同種の業務を、県から受注し、完了した実績がある

⑥ 当該入札に参加していない

⑦ 第三者照査等の担当者が要領別表２に定める資格を持っている

⑧ 入札日から起算して過去１年間において、調査対象者の第三者照査等を請
け負っていない

⑨ 入札日から起算して過去１年間において、調査対象者に対して第三者照査
等を請け負わせていない

⑩ 第三者照査等の担当者が付加された資格を持っていない場合、別途、必要
な資格を有する者（補助担当者）を配置する

Ⅱ-④ 第三者照査者に求める要件

・工事監理連絡会とは、
工事目的物の品質確保を目的として、施工段階において、発注者（企画担当・工事

担当）、設計者、施工者の三者による『工事監理連絡会』を実施し、設計思想の伝達
及び情報共有を図る取り組み

発注者
（企画担当、工事担当）

設計者 施工者

工事監理連絡会

設計思想の伝達

全体調整

設計図書への質問

新たな技術提案

やりとりの例
・設計の考え方の説明（設計者）
・照査結果の報告（施工者）
・関係機関との調整状況等（発注者）

【対象】
当初設計額が２千万円以上の構造
計算を伴う重要構造物の工事
平成23年度は、88件実施

Ⅲ-① 工事監理連絡会の実施

（三者会議）



ワンデーレスポンスの流れ

県　　民

●経済効果(早期インフラの完成、地域の利益向上）
●県民満足度の向上

発注者 受注者
●施工品質の向上

●発注者の業務 ●工期短縮による
能力向上 ●発注者、受注者の意識改革  コスト縮減

●経験や技術力の伝承 ●企業の経営率向上

相　談
発注者 受注者

回　答 ２４時間以内に
何らかの回答

職場内での迅
速な意見交換

相談内容の
資料作成施工方法の検討、

設計変更等

期待される効果

Ⅲ-② ワンデーレスポンスの実施

【対象】
すべての工事及び測量、設計、
調査業務委託

企業の経営向上

中間（技術）検査実施要領（抜粋）
１ 対象工事 本庁検査（当初契約額 60,000 千円以上、低入札）工事

２ 実施時期 工事進捗概ね５０％（完成検査前に原則として２回以上）

３ 実施目的 不可視部分の確認検査に加え､技術指導として書類検査、現場施工状況（品質､
安全､経済性の確保）について、日常的な総括監督員の業務を定時的に補足指導
する。

４ チェック項目
ア 書類検査（設計書及び図面による確認）
① 設計図書の照査状況（建設工事請負契約約款第 18 条）又発注者からの回答状況
② 契約関係書類のチェックリスト提出状況
③ 施工プロセスのチェックリスト作業状況 など

イ 技術検査（現場での確認）
① 基準点の立会い確認状況（仮ベンチ、仮トラバ－を検査で使用する場合は､事前に監

督員が立会いその数値を確認する）
② 監督員の段階確認状況（地盤の土質や支持力、鉄筋の配筋確認等）
③ 変更に対する対応状況 など

Ⅲ-③ 中間技術検査



ア 目的

建設技術の向上と適正な施工を推進し、併せて建設業の健全な育成・発展を図るため、静岡県交
通基盤部が所管する建設工事において卓越した技術等に基づき優れた成績を修めた工事または
技術者を表彰する。

イ 表彰対象

前年度完成した交通基盤部所管工事で、請負金額500万円以上の工事

ウ 表彰区分

優良工事、優良技術者、安全工事、地域貢献の4区分で、各区分ごとに工事成績が優秀で他の模
範となるもの。特に優秀なものは交通基盤部長表彰、優秀なものは出先事務所（局）長表彰とする
。

エ 選考

交通基盤部優良建設工事等表彰選考委員会、事務所（局）優良建設工事等選考委員会

オ 表彰件数

部長表彰は、区分ごとに優良工事、優良技術者、安全工事、地域貢献が全体表彰件数の1/5件程
度 （Ｈ23は26件）

事務所（局）長表彰は、区分ごとに優良工事、優良技術者、安全工事、地域貢献が各総工事件数
の1/10件程度 （Ｈ23は102件）

Ⅳ-② 優良建設工事等表彰制度
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背景
『公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平成１３年４月）』
『公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成17年4月）』の施行など

Ⅴ-① 職 員 研 修

（平成16年度より）

設計VE検討会など

８つの技術力向上策

技術力の維持向上技術力の向上及び育成

初級研修（4コース）

中・上級研修（3コース）

設計研修（7コース）

一般研修（19コース）

専門派遣研修（国土交通大学校など）

専門特別研修

①個別研修

②職場別研修

③職場共通専門
研修

土
木
技
術
職
員
研
修

（1）職場研修

採用1、2、3年目研修など

（2）研修所研修
（自治研修所）

（3）派遣研修
（民間企業、市町交流）

第20条：関係法令等に関する知識の習得等

※平成24年度は、

33コース（55日）で実施

主査・副班長級研修、班長級研修など

橋梁設計研修、道路設計研修など

都市計画研修、橋梁点検実施研修など

…

…

…

…

（社）全日本建設技術協会
など
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Ⅴ-② ふじのくに建設技術エキスパート制度

講習会や現場研修を通して、
ベテラン職員等が中堅職員に技術の伝承を図る

＜制度創設の背景＞

○組織のスリム化
○団塊世代の退職

喪失
※対策を講じなければ、

社会基盤の効率的な整備や適切な維持管理を担
う次世代の人材育成を行うため、

「ふじのくに建設技術エキスパート制度」

平成２３年１１月に創設

ベテラン職員の
経験やノウハウ

27

Ⅴ-② ふじのくに建設技術エキスパート制度

建設技術研究会（専門部会ごと）

中堅職員（副班長～主査級）
5～10名程度（1部会あたり）

技術エキスパート（専門部会ごと）

アドバイザー

（民間建設関連人材）

勉強会

講習会

講 師

回
答

DB化

エキスパート

（経験豊富な県職員）

事業課

相談者
情報検索

助言

支援

事務局：静岡県建設技術監理センター

現場

OJT

１３の専門部会

河川・海岸

橋梁

トンネル

災害復旧
・
・
・

相談情報データベース

エキスパートデータベース

依
頼

回
答

依
頼

DB化

相談窓口

静岡県建設事務
総合システム
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